

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































1，０９１ 21.6 5．６２３ 3９．１ 
1.307 566 1１．２ 9．１ 
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40.0 50.0 92.0 98.4 
南中 米 3.6 0.1 7.9 1.2 
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東中 18.3 0.0 
40.6 55.6 
27.0 25.8 74.5 
8.3 2.3 ロロツ／、 25.0 ヨ
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33.2 33.6 81.2 
域地全 3.7 5.7 14.0 











































































































































































































































































全 体 100.0 7,302 
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主要６企業の現地企業数 99社 139社Ａ 
主要６企業の現地従業員数 45,920人 131,472人ａ 
日本の電機企業の現地企業総数Ｂ 224社 308社
日本の電機企業の現地従業員総数ｂ 107,016人 183,842人
Ａ／Ｂ 2％ 45.1％ 4４ 











|Ⅱ|Ⅱ 洋下立芝電菱計 ％ ８６９０３３ ●●●●●● ７４６７８２ ４１ 松日東日６社
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計 ７ ２ ５ ３ ４ ７ ８ 
第１期－３６






































































































































































































































































































５０％ 4（ －０Ｆ ９７１： 輸出
(盃ﾒﾘilil,）
ポール
ブロダイツ
ロニクス
トロニクス
シンガホール日立化成工業
タムラ電子マレーシア
シンガポール日製産業
１１光電機
台１Ｍ)j東洋光音、その他シンガポール東光、
シンガポールミツミ
その他現地企業より
プリント基板一
卜ランスー
マグネツトー
ガスケソトー
コ－ン紙一
（95）４Ｍ 
これら東南アジアにおける日系電機企業の重層的分業関係は，後に詳し
く検討することになるが，ここでは大手企業以外の代表的セット・メーカ
ー，部品メーカーをとりあげて分業関係を簡単にみておきたい。
船井電機は，われわれの調査によると年商284億円（78年）のステレオ，
テレコ，ラジオなどのセット中堅メーカーであるが，台湾に二つの100％
出資の現地企業を設立し，海外生産は自社売上の４割を形成している。例
えば，台湾船井電機の生産体制をふると第２図に示した如く，台湾船井は
ＩＣ，トランジスタ，ダイオードなど能動部品を松下，日立，東芝など大
手企業から輸入するほか，その他一般部品を本社を通じて輸入する。それ
は仕入の40％に達するといわれる。
他方，台湾の日系電機企業からは，仕入の60％近くを調達している。主
に一般部品であるが，スピーカーは台湾松下，パイオニアの百音電子工業
から，プリント基板は台湾日立化成工業などの大手企業の現地企業から仕
入れるほか，他の部品を一連の日系部品専業メーカーから仕入れている。
ここでは，本国内の企業との国際分業だけでなく大手企業と中堅セット・
メーカーと部品専業メーカーとの台湾内での日系企業間の濃密の分業関係
が形成されていることがわかる。
次に部品専業メーカーのフォスター電機をとりあげてふよう。この企業
は，年商132億（78年度）で，ステレオアンプ，スピーカー，マイクロホ
ン，ヘッドホンなどの部品を生産し，海外に４企業を設立し，中堅企業な
がら海外展開の目立つ企業である。
例えば，フォスター電機シンガポールの生産体制を承ると，ここではス
ピーカーとステレオアンプの生産が行なわれているが，ＩＣ，ダイオー
ド，トランジスタなどの能動部品のほか一般部品を日本から70％輸入し，
30％を現地及び周辺国から調達している。台湾やマレーシアの日系企業か
ら部品を輸入しているほか，現地の日系企業と地場企業からも部品を調達
している。製品の販売は，４０％をアメリカ，欧州など自社の販売会社へ輸
出するほか，６０％を現地市場内に販売する。現地の日系セット・メーカー
４８１日本電機企業の多国籍企業化に関する若干の実態分析（１）（96）
に販売するほか，外資系企業にも販売する。ここでも，部品メーカーをlliilI
に，大小部品メーカーと大手セット・メーカーの濃密な分業関係が形成さ
れている。
以上きわめて簡単ではあるが，アジアにおける電機企業の重層的な生産
構造をふた。この点は，更に主要６社の海外展開の分析において詳しく論
ずる。アジアの場合と対照的に，アメリカなどの先進地域では，海外進出
は必ずしも重層的ではない。８０年現在，アメリカには20数社の大手現地企
業が設立されているほか，部品メーカーが10数企業存在している。これら
の部品企業を承ると，アジアの場合のように必ずしも日系セット・メーカ
ーとの分業関係は著しくなく，独自の海外進出をなしていることがわかる。
例えば京都セラミックの場合は，電子工業の特殊磁器のメーカーで，年
商386億円（77年度）の有力部品専業メーカーであるが，６９年にアメリカに
現地企業を設立し，８０年までに６社の生産工場を設立又は買収している。
その中心企業の一つキヨセラ・インタナショナル・インコーポレイテヅド
の場合を承ると，仕入は磁器，炉材，混合ガスなどを100％現地調達し，
アメリカの電機企業に100％販売している。ここでは特に日系企業と日本
との分業関係はふられない。
協和電機化学の現地企業の場合も同様である。この企業は電子機器
（30％）のほか，合成樹脂成型品（70％）を生産ししているが，アメリカ
の現地企業では，専らコカコーラ用コンテナケース（70％）のほかテレビ
用キャビネット（30％）を生産している。樹脂材料100％を現地企業から
調達し，100％現地販売している。もっともソニーの現地企業に納入して
いるのが注目されるが。
このように，アメリカに進出した部Ihl1メーカーは，製品の独自性をもち
原材料・部品のアメリカ企業からの調達が容易であり，かつ販路をアメリ
カ独自の市場にもっていることが特徴である。他方，大手の現地企業は重
層的な生産体制はとらず，比較的単純な生産体制を敷いている。この点は
後に詳しく検討することになる。
